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平成２２年度岐阜県内市町村の当初予算の概要について

第１ 普通会計
平成２２年度の岐阜県内４２市町村（２１市１９町２村）の普通会計における当初予算の状況は、

次のとおりとなっています。

なお、以下においては、実質的な動向を見るために、骨格予算を編成した大野町を除く４１市町村

に係る前年度の当初予算との比較も併せて行っています。

普通会計 ･･･ 個々の地方公共団体ごとに各会計の範囲は異なっているため、統一的に財政状況を把握し、比較分析が可能と
なるよう、地方財政統計上、便宜的に用いられる想定上の会計区分。
地方公共団体の基本的な会計である一般会計に、利用料金等をその歳出に充てることができる公営事業会計を
除いたその他の特別会計を加え、その間のお金の出し入れを純計したもの。

１ 予算規模 ～ 予算規模は４年連続増加 ～

県内４２市町村の当初予算の規模は、歳入・歳出総額が７，６９１億１９百万円となり、前年度と

比べて２．０％の増となっています。

なお、骨格予算を編成した大野町を除くと、歳入・歳出総額ともに７，６２９億５３百万円となり、

前年度当初予算と比べて２．０％の増加となっています。

【表１ 当初予算規模の状況】 （単位：百万円、％）

当初予算規模 当初予算規模 （参考）

対前年度伸率 対前年度伸率 地方財政

（全４２市町村） （４１市町村） 計画伸率

平成２２年度 ７６９，１１９ ２．０ ７６２，９５３ ２．０ ０．２

２ 歳入 ～ 前年度当初予算と比べて地方税が４．１％減少、地方交付税が５．４％増加 ～
歳入の主な内訳・内容は、次のとおりです。

【表２ 歳入の状況】 （単位：百万円、％）

平成２２年度（全４２市町村） 平成２２年度（４１市町村） （参考）

地方財政
予 算 額 構 成 比 対前年度伸率 予 算 額 構 成 比 対前年度伸率

計画伸率

一 般 財 源 ４５９，７９７ ５９．８ △１．６ ４５５，８７３ ５９．８ △１．６

地 方 税 ２７９，８３０ ３６．４ △４．１ ２７７，４１４ ３６．４ △４．１ △１０．２

地方交付税 １４３，３１９ １８．６ ５．４ １４２，２１５ １８．６ ５．４ ６．８

地方譲与税 ９，０６７ １．２ △６．６ ８，９２７ １．２ △６．９ ３１．１

そ の 他 ２７，５８１ ３．６ △７．０ ２７，３１７ ３．６ △６．９

使用料・手数料 １８，３６７ ２．４ △２．９ １８，２３５ ２．４ △２．９ △１７．２

国 庫 支 出 金 ８２，５４０ １０．７ ５０．９ ８１，８８６ １０．７ ５０．６ １２．３

県 支 出 金 ４４，１６２ ５．７ △２．６ ４３，５０７ ５．７ △２．５

財 産 収 入 ３，４０９ ０．５ △４．２ ３，３９０ ０．４ △４．２

地 方 債 ８０，６４８ １０．５ ３．３ ８０，１０８ １０．５ ３．３ １４．０

うち臨財債 ４１，５４４ ５．４ ３２．８ ４１，０９４ ５．４ ３２．９ ４９．７

そ の 他 ８０，１９６ １０．４ △７．１ ７９，９５４ １０．５ △６．７

歳 入 総 額 ７６９，１１９ １００．０ ２．０ ７６２，９５３ １００.０ ２．０ ０．２

う ち 交 付 税 + 臨 財 債 １８４，８６３ ２４．０ １０．５ １８３，３０９ ２４．０ １０．５ １７．３
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（注）１ 一般財源のうち「その他」は、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税

交付金、自動車取得税交付金及び地方特例交付金等の合計金額です。

２ 「国庫支出金」には、交通安全対策特別交付金及び国有提供施設等所在市町村助成交付金を含みます。

３ 「その他」は、分担金・負担金・寄付金、繰入金、繰越金及び諸収入の合計金額です。

４ 地方財政計画伸率は、都道府県分を含んだ数値です。

（１） 一般財源は、１．６％減（４１市町村の前年度当初予算に対する増減率。以下、特に表示がない限り

「第１ 普通会計」内において同じ。）となっています。

（２） 地方税は、地方財政計画では１０．２％減に対し、４．１％減となっています。

（表２の附表）主な地方税の状況 （単位：百万円、％）

収入見込額 対前年度伸率

全４２市町村 ４１市町村 全４２市町村 ４１市町村

市 町 村 民 税 １１２，０１２ １１０，９７９ △９．７ △９．７

個 人 均 等 割 ３，０１４ ２，９８１ △１．３ △１．３

所 得 割 ９３，２６９ ９２，３４６ △８．０ △８．０

法 人 均 等 割 ５，６１１ ５，５７０ △０．７ △０．７

法 人 税 割 １０，１１８ １０，０８２ △２７．５ △２７．５

固 定 資 産 税 １３４，３６５ １３３，１４２ ０．１ ０．１

（３） 地方交付税は、地域活性化・雇用等臨時特例費の創設等により５．４％増となっています。なお、地

方交付税の振り替え措置である臨時財政対策債を加えて比較すると、１０．５％増となっています。

（４） 使用料・手数料は、地方財政計画では１７．２％減に対し、２．９％減となっています。

（５） 国庫支出金は、地方財政計画では１２．３％増に対し、子ども手当創設等により５０．６％の大幅増

となっています。

（６） 地方債は、臨時財政対策債が３２．９％増加したことにより、３．３％増となっています。

３ 目的別歳出 ～ 土木費、教育費などが減少し、民生費が大幅に増加 ～

目的別歳出の主な内訳・内容は、次のとおりです。

【表３ 目的別歳出の状況】 （単位：百万円、％）

平成２２年度（全４２市町村） 平成２２年度（４１市町村）

予 算 額 構 成 比 対前年度伸率 予 算 額 構 成 比 対前年度伸率

議 会 費 ６，４９４ ０．８ △２．０ ６，４２６ ０．８ △２．０

総 務 費 ８５，９５９ １１．２ ０．１ ８５，２５３ １１．２ ０．１

民 生 費 ２２７，５２８ ２９．６ １８．７ ２２５，２１６ ２９．５ １８．７

衛 生 費 ７４，８１３ ９．７ △３．７ ７４，０３４ ９．７ △３．７

労 働 費 １，７５８ ０．２ ２２．２ １，７５８ ０．２ ２２．２

農林水産業費 ２５，０４１ ３．３ △１５．８ ２４，９０３ ３．３ △１５．７

商 工 費 ３３，３１８ ４．３ ５．２ ３３，２４７ ４．４ ５．２

土 木 費 ９３，７０８ １２．２ △７．２ ９３，００４ １２．２ △７．１

消 防 費 ３１，０９３ ４．０ △３．２ ３０，７５３ ４．０ △３．３

教 育 費 ９４，３６３ １２．３ △４．７ ９３，６６６ １２．３ △４．７

災害復旧費 １３４ ０．０ △３５．０ １３４ ０．０ △３５．０

公 債 費 ８９，８６３ １１．７ △２．４ ８９，５２２ １１．７ △２．２

諸 支 出 金 ３，８８０ ０．５ ５．５ ３，８８０ ０．５ ５．５

予 備 費 １，１６７ ０．２ ０．２ １，１５７ ０．２ ０．２

歳 出 計 ７６９，１１９ １００．０ ２．０ ７６２，９５３ １００．０ ２．０

（１） 目的別経費の構成比は、大きい方から民生費（２９．５％）、教育費（１２．３％）、土木費（１２．

２％）、公債費（１１．７％）の順となっています。

（２） 災害復旧費が３５．０％減、農林水産業費が１５．７％減、土木費が７．１％減、教育費が４．７％
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減となる一方、労働費が２２．２％増、民生費が１８．７％増、諸支出金が５．５％増、商工費が５．

２％増となっています。

（３） 労働費の増は、緊急雇用創出事業等によるもの、民生費の増は、主に子ども手当の創設によるもので
す。

（４） 農林水産業費、土木費、教育費の減は、いずれも普通建設事業費の減少によるものです。

４ 性質別歳出 ～ 義務的経費が増加し、普通建設事業費が減少 ～

性質別歳出の主な内訳・内容は、次のとおりです。

【表４ 性質別歳出の状況】 （単位：百万円、％）

平成２２年度（全４２市町村） 平成２２年度（４１市町村） （参考）

地方財政
予 算 額 構 成 比 対前年度伸率 予 算 額 構 成 比 対前年度伸率

計画伸率

義 務 的 経 費 ３５６，９６５ ４６．４ ８．２ ３５４，２１６ ４６．４ ８．２

人 件 費 １４５，３９３ １８．９ △２．４ １４４，２６６ １８．９ △２．４ △２．０

扶 助 費 １２１，７０９ １５．８ ３７．１ １２０，４２８ １５．８ ３７．１

公 債 費 ８９，８６３ １１．７ △２．４ ８９，５２２ １１．７ △２．２ ０．８

普通建設事業費 １０４，６０１ １３．６ △１２．９ １０３，６４０ １３．６ △１２．８ △１５．３

補助事業費 ４４，１２７ ５．７ △１０．５ ４３，６２９ ５．７ △１０．７ △１５．７

単独事業費 ６０，４７４ ７．９ △１４．６ ６０，０１１ ７．９ △１４．２ △１５．０

そ の 他 ３０７，５５３ ４０．０ １．１ ３０５，０９７ ４０．０ １．１

総 額 ７６９，１１９ １００.０ ２．０ ７６２，９５３ １００．０ ２．０ ０．２

（注）１ 扶助費は、社会保障制度の一環として生活困窮者、身体障害者等に対してその生活を維持するために支出される経費です。

２ 普通建設事業費、補助事業費、単独事業費に係る地方財政計画伸率は投資的経費に係る伸率を掲載しています。

（１） 義務的経費は、人件費が２．４％減、公債費が２．２％減となったものの、子ども手当創設により扶

助費が３７．１％増となったことから、８．２％増となっています。

（２） 普通建設事業費は、補助事業費１０．７％減、単独事業費１４．２％減といずれも減少しており、全

体で１２．８％減となっています。

（表４の附表）当初予算における普通建設事業の過去の伸率の状況（全４２市町村） （単位：％）

普通建設事業費（地財計画）
補助事業費（地財計画） 単独事業費（地財計画）

平成１７年度 △１７．９ （△ ４．５） △ ５．０ （△ ７．０） △２２．３ （△ ３．０）

平成１８年度 ２．０ （△ ３．２） １０．５ （△ ３．３） △ １．５ （△ ３．２）

平成１９年度 △ ２．７ （△ ２．７） △ ０．２ （△ ２．３） △ ３．８ （△ ３．０）

平成２０年度 △ ０．７ （△ ２．７） １４．０ （△ ２．５） △ ７．６ （△ ３．０）

平成２１年度 １．５ （△ ５．１） １３．２ （△ ７．８） △ ５．３ （△ ３．０）

第２ 公営企業会計

岐阜県内の市町村及び一部事務組合等が経営する水道、下水道、病院等の地方公営企業は、住民の日

常生活に密接に関連するサービスを提供するとともに、地域の活性化にも重要な役割を担っています。

平成２２年度における市町村地方公営企業の当初予算は、次のとおりとなっています。

１ 予算規模 ～ 水道事業、下水道事業、病院事業等ほぼ全ての事業で予算規模が縮小 ～

当初予算の規模は、2,284億18百万円であり、前年度と比べて７．９％の減（市町村地方公営企業の

前年度当初予算に対する増減率。以下、特に表示がない限り「第２ 公営企業会計」内において同じ）

となっています。

事業別にみると、病院事業が906億35百万円（全体の39.7％）と最も大きく、次いで下水道事業799億

27百万円（同35.0％）、水道事業473億62百万円（同20.7％）､介護サービス事業41億61百万円（同1.8

％）の順となっています。

予算規模が縮小した事業は、下水道事業の151億53百万円減（対前年度15.9％減）をはじめ、水道事

業の27億円減（同5.4％減）、宅地造成事業の7億96百万円減（同57.1％減）、病院事業の4億37百万円

減（同0.5％減）等となっています。
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一方、予算規模が増加した事業は、その他事業（診療所）の34百万円増（対前年度5.6%増）のみとな

っています。

地方公営企業の予算規模 ･･･ 企業経営に伴う建設投資額、企業債元利償還金、人件費、材料費、修繕費等の支出の合計

２ 建設投資額 ～ 下水道事業と水道事業で建設投資額全体の約８割 ～

建設投資額は515億85百万円となっており、前年度と比べて５．９％減となっています。

事業別にみると、下水道事業の248億47百万円（全体の48.2%）が最も大きく、次いで水道事業の155

億55百万円（同30.2％）、病院事業の101億3百万円（同19.6%）の順となっています。

事業内容をみると、下水道の整備及び水道の整備などで全体の約８割(78.4％)を占めています。その

他の事業では、病院事業の割合が大きく、岐阜市の市民病院改築事業、大垣市の市民病院救命救急セン

ター等増改築事業、多治見市の新市民病院建設事業などが予定されています。

建設投資額の「普通会計における普通建設事業費」に対する比率は４９．３％となっています。

【表５ 地方公営企業当初予算の状況】 （単位：百万円、％）

当初予算編成 予 算 規 模 建 設 投 資 額

団 体 数 平成２２年度 対前年 平成２１年度 平成２２年度 対前年 平成２１年度

22年度 21年度 予算規模の額 構 成 比 度伸率 予算規模の額 構 成 比 建設投資の額 構 成 比 度伸率 建設投資の額 構 成 比

下 水 道 ４０ ４０ ７９，９２７ 35.0 △15.9 ９５，０８０ 38.3 ２４，８４７ 48.2 △18.5 ３０，４７０ 55.6

病 院 １２ １２ ９０，６３５ 39.7 △ 0.5 ９１，０７２ 36.7 １０，１０３ 19.6 81.6 ５，５６２ 10.1

上 水 道 ３８ ３８ ３８，８０８ 17.0 △ 5.4 ４１，０１０ 16.5 １２，８９５ 25.0 △ 7.6 １３，９５１ 25.5

簡易水道 ２３ ２４ ８，５５４ 3.7 △ 5.5 ９，０５２ 3.6 ２，６６０ 5.2 △10.8 ２，９８３ 5.4

水 道 計 － － ４７，３６２ 20.7 △ 5.4 ５０，０６２ 20.2 １５，５５５ 30.2 △ 8.1 １６，９３４ 30.9

介 護 １１ １１ ４，１６１ 1.8 △ 0.7 ４，１９２ 1.7 ５１ 0.1 △63.6 １４０ 0.3

観 光 ６ ６ ２，１９７ 1.0 △ 6.0 ２，３３６ 0.9 １７３ 0.3 1.8 １７０ 0.3

市 場 ５ ５ １，３２３ 0.6 △ 0.9 １，３３５ 0.5 ３２４ 0.6 14.1 ２８４ 0.5

駐 車 場 ９ ９ ９５４ 0.4 △23.9 １，２５３ 0.5 １１４ 0.2 △ 9.5 １２６ 0.2

宅地造成 ４ ４ ５９９ 0.3 △57.1 １，３９５ 0.6 ３８６ 0.7 △64.8 １，０９８ 2.0

と 畜 場 ３ ３ ４７１ 0.2 △ 8.5 ５１５ 0.2 １５ 0.0 △21.1 １９ 0.0

電 気 ２ ２ １４４ 0.1 △13.8 １６７ 0.1 ０ 0.0 0.0 ０ 0.0

そ の 他 １ １ ６４５ 0.3 5.6 ６１１ 0.2 １７ 0.0 183.3 ６ 0.0

合 計 １５４ １５５ ２２８，４１８ 100.0 △ 7.9 ２４８，０１８ 100.0 ５１，５８５ 100.0 △ 5.9 ５４，８０９ 100.0

第３ 圏域別の状況
県内市町村の平成２２年度当初予算額を５圏域別に集計すると、各圏域の予算規模の県内市町村全体

に占める割合及び前年度の当初予算規模に対する増減率は、次のようになっています。

１ 普通会計

県内市町村全体の予算規模（全４２市町村）に占める割合は、岐阜圏域が３４．７％で最も大きく、

次いで中濃圏域、西濃圏域（大野町：骨格予算）、東濃圏域、飛騨圏域の順となっています。

骨格予算を編成した大野町を除く４１市町村の前年度当初予算規模に対する増減率は、東濃圏域が

１．１％減少した以外はプラスの伸率となっています。

なお、普通建設事業費については、全圏域でマイナスの伸率となっています。

２ 公営企業会計

県内市町村公営企業全体の予算規模に占める割合は、岐阜圏域の２９．９％が最も大きく、次いで西

濃圏域、東濃圏域、中濃圏域、飛騨圏域の順となっています。

前年度の当初予算規模に対する増減率は、全ての圏域でマイナスの伸率となっており、東濃圏域の

１３．８％減が最も大きく、次いで中濃圏域、飛騨圏域、西濃圏域、岐阜圏域の順となっています。

なお、建設投資額の伸率は、東濃圏域で５．２％増加した以外はマイナスの伸率となっています。
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【表６ 圏域別の予算規模等の状況】
（単位：百万円、％）

飛 騨 圏 域

高山市 飛騨市 下呂市

大野郡

予算規模(県全体 対 前 年 度 当 初 予 算 伸 率

に占める割合) 予算規模 うち建設事業費

42市町村 88,518(11.5) 1.8 △2.7

41市町村 88,518(11.6) 1.8 △2.7

予算規模(県全体 対 前 年 度 当 初 予 算 伸 率 公営企業 17,638( 7.7) △ 8.9 △19.8

に占める割合) 予算規模 うち建設事業費

42市町村 266,688(34.7) 2.9 △20.5

41市町村 266,688(35.0) 2.9 △20.5

公営企業 68,292(29.9) △ 1.6 △ 1.0

岐 阜 圏 域 中 濃 圏 域

西 濃 圏 域 岐阜市 羽島市 関市 美濃市 東 濃 圏 域

各務原市 美濃加茂市 可児市

大垣市 海津市 山県市 瑞穂市 郡上市 加茂郡 多治見市 中津川市

養老郡 不破郡 本巣市 可児郡 瑞浪市 恵那市

安八郡 揖斐郡 羽島郡 本巣郡 土岐市

予算規模(県全体 対 前 年 度 当 初 予 算 伸 率 予算規模(県全体 対 前 年 度 当 初 予 算 伸 率

に占める割合) 予算規模 うち建設事業費 に占める割合) 予算規模 うち建設事業費

42市町村 136,282(17.7) 1.8 △4.4 42市町村 130,400(17.0) △1.1 △21.0

41市町村 130,116(17.0) 2.0 △3.1 41市町村 130,400(17.1) △1.1 △21.0

公営企業 55,340(24.2) △ 6.5 △13.9 公営企業 51,851(22.7) △13.8 5.2

予算規模(県全体 対 前 年 度 当 初 予 算 伸 率

に占める割合) 予算規模 うち建設事業費

42市町村 147,231(19.1) 3.6 △4.4

41市町村 147,231(19.3) 3.6 △4.4

公営企業 35,297(15.5) △11.5 △ 8.2



参考資料

①補助事業

団体名 事業名 事業年度 事業費 一般財源 その他の財源

岐阜市 市街地再開発事業 ５８～２８ 2,081 119 国、県、債

岐阜市 中学校施設整備事業 ２１～２３ 1,320 31 国、債、その他

岐阜市 最終処分場整備事業 １８～２２ 1,313 79 国、債

高山市 高山駅周辺土地区画整理事業 １０～２５ 588 123 国、その他

多治見市 多治見駅南北連絡通路整備事業 １７～２２ 956 36 国、債

多治見市 国道２４８号多治見バイパス整備事業 １８～２７ 616 20 国、債

中津川市 チャレンジ２５地域づくり事業 ２２ 500 0 国

恵那市 恵那地区まち並み整備事業 ２１～２５ 1,006 80 国、債

恵那市 山岡小学校改築事業 ２１～２２ 772 99 国、県、債

美濃加茂市 産業集積地区開発事業 ２２ 579 100 国、債

土岐市 学校給食センター新築事業 ２１～２２ 1,454 181 国、債、その他

土岐市 新土岐津線整備事業 ２１～２５ 661 0 国、債、その他

各務原市 （仮称）各務原大橋建設事業 １６～２４ 2,198 159 国、債

各務原市 リサイクルセンター建設事業 １８～２３ 1,020 225 国、債

可児市 可児駅前線街路事業 １４～２５ 550 22 国、債

飛騨市 古川小学校整備事業 ２１～２５ 2,483 388 国、債、その他

郡上市 まちづくり交付金事業 １７～２３ 724 40 国、債

神戸町 神戸小学校改築事業 ２１～２３ 855 113 国、債、その他

②単独事業

団体名 事業名 事業年度 事業費 一般財源 その他の財源

岐阜市 最終処分場整備事業 １８～２２ 596 149 債

大垣市 小中学校耐震補強事業 ２２ 1,332 64 債、その他

大垣市 奥の細道むすびの地周辺整備事業 ２２ 999 100 県、債

大垣市 大垣駅南北自由通路整備事業 ２２ 633 36 債

高山市 国府支所建設事業 ２１～２３ 1,320 170 その他

高山市 駅周辺施設整備事業 ２２～２４ 600 0 その他

多治見市 新市民病院建設事業 ２２～２４ 712 0 その他

各務原市 東海中央病院改築助成事業 ２０～３１ 1,000 0 その他

揖斐川町 揖斐川防災センター兼庁舎建設事業 １９～２３ 1,610 1 県、債、その他

揖斐川町 揖斐川尚和園改築事業 ２０～２２ 510 46 県、債

※ 国：国庫支出金 県：県支出金 債：地方債

平成２２年度予算における主な普通建設事業

（平成２２年度の事業費が５億円以上のもの）
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